【声明】地方議会で相次ぐ「憲法改正促進」意見書の採択の動きについて

2014年3月19日
憲法会議（憲法改悪阻止各界連絡会議）
１．3月の石川県議会で「憲法改正の早期実現を求める意見書」が採択され、富山、香川、愛媛などの県議会では、自民党が意見書案を提出しています。

　それらは「施行以来一度も改正が行われておらず、外交、安全保障、大規模災害など内外の情勢の劇的変化に対応する憲法がもとめられており、憲法審査会が設置されている今早期に憲法改正を実現するよう要望する」という共通する内容です。

自民党は今年度の運動方針「日本を取り戻す」で、「わが党の憲法改正草案への正しい理解を深め、かつ、国民全体として憲法改正に向かう機運を高めていくために、…党是である憲法改正の実現にむけて、党全体として積極的に取り組む」として、宇都宮での講演会開催などとあわせ、その具体化とも思われ、自民党改憲草案（2012年4月27日決定）を解説した「日本国憲法改正草案Ｑ＆Ａ」の記述と酷似しているのが特徴です。
憲法改正権を有しない自治体の議員が、改憲を促進する決議を行うことは、憲法尊重擁護義務（憲法第99条）に違反する違憲行為であり、もし、それを知らないなら、軽率のそしりを免れません。いずれにせよ、改憲策動の一つとして看過できない問題です。
2． 安倍首相を先頭にした改憲勢力は、改憲をめざしつつ、今国会中にも従来の憲法９条に関する政府解釈のうち、集団的自衛権の行使について、その行使容認を「閣議決定」で変更し、続いて周辺事態法や自衛隊法などの「改正」、日米防衛協力のためのガイドラインの改定を行い、憲法９条を機能停止に追い込み、日本を「戦争する国」へと歴史的大転換を図ろうとしています。

　これには自民党の内外からも、世論調査で示されているように国民の多数からも、アジアはもとより世界の国ぐにやメディアから懸念と批判の声が巻き起こっています。

３．安倍首相は国会内で多数を得ているこの機に、消費税大増税、原発再稼動、社会保障制度改悪・切捨て、教育の国家統制、TPP参加、米軍基地の拡大強化、特定秘密保護法の施行化など、平和・民主主義、国民のいのちと暮らしを破壊する暴走を続けています。歴代の自民党政権は憲法をじゅうりんしてきました。安倍政権はそれを反省しないばかりか悪政をさらに強引に推し進めようとしていることに大義のひとかけらもありません。
東アジアにも、世界各地の平和の地域共同体が大きな流れとなっていることに習った平和の機構確立が求められています。そのために、いまこそ憲法第9条を生かした平和的外交こそが必要なのに、安倍政権は、それとはまったく逆の軍事対応一本槍で、靖国神社参拝を強行するなど歴史逆行の姿勢をあらわにしています。
国民の圧倒的多数は、二度と再び戦争の惨禍を繰り返したくないという思いをひめ、世界の紛争にも心を痛め、戦争にしないことを望んでいます。憲法どおりの政治や社会実現をこそ望んでいます。日本国憲法が世界の模範、先進であり、憲法９条や人権条項などが世界から尊敬を集めていることも周知の事実です。
４．私たちは、日本を「戦争する国」にする策動に加担することになるあらゆる県議会などでの「憲法改正の早期実現を求める意見書」なるものの採択に広範な人びとともに断固反対します。

そして、国民のみなさんとごいっしょに、改憲に反対し、憲法９条を守り、憲法を生かすよう声をあげることを呼びかけます。特に集団的自衛権行使容認で９条を破壊しようという企みに強く反対します。憲法の価値を語り合い、憲法が実現されるよう、何より集団的自衛権行使容認で日本を「戦争する国」にすることを拒否する各界各層、広範な国民のみなさんと、立場の違いを超えて手を結び、あらゆる改憲策動を草の根から包囲し、許さない運動を強めます。
